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ラジオ局」の設立を目指した Lewis K.HillとWilliam Siemeringに焦点を当てた。彼らが関わった草
の根的な非営利ラジオ局や非営利教育ラジオ放送局は、それぞれ異なる発展の道を辿った。しかし、
両者とも似たような理想を掲げ、ラジオ放送を多様な人々の視点や知識を共有するための「重要な音










特に、当時は異端とされた FCC女性コミッショナーFrieda Hennock や Ford Foundation、Carnegie 
Commissionなどの外部組織と個人が、どのように米国 Public Broadcastingの形成過程に影響してい
るのかに焦点を当てた。ここでは、彼らが掲げた教育を主体としたメディアという理念が、米国 Public 
Broadcasting の基礎を築いたことを明らかにした。第三章第二節では、米国 Public Broadcasting に関
する法律が制定された後に起きた、米国公共放送機構のあり方を巡って生じた問題を中心に考察を進


































の歴史背景を検証し、米国 Public Broadcasting との関連性に関して考察した。そして、米国 Public 
Broadcastingの発展過程で形成された「メディアの捉え方」あるいは「位置づけ」が、米国メディア
全体へ深く影響を与えてきており、インターネットという新たなメディアの登場により、その理念が
大きく飛躍発展している現状について論じた。 
現在、インターネット技術の発達によって、双方向のコミュニケーションが可能になり、「メディア
＝知識伝達の有効なツール」という思想の実現が容易になった。その可能性は、現在進行形で飛躍的
に拡大している。メディア産業界も非営利メディアも、インターネットで様々なコンテンツの配信を
開始している。この変革期の状況は、過去の電信からラジオが誕生した時期や、ラジオからテレビへ
とメディア・テクノロジーが変化した時期と、多くの面で酷似している。今後のメディアを捉える上
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で、産業論などの従来の放送メディアに関わる概念から分析するだけではなく、「知識の共有」として
のメディアという概念から今後のメディアを捉える必要がある。 
終章
終章ではこれまでの議論をふまえて、本稿の意義と今後の課題について述べた。これまで見逃され
てきた「教育としてのメディア」という観点から米国のメディアを分析すると、不明瞭に見えていた
米国の非営利メディアの成り立ちの全体像が明確になる。本研究の意義はここにある。歴史過程を再
考しても、メディアとしての問題だけではなく、「教育」とは何かということを考えて初めて米国のメ
ディアの全体像を理解することができる。米国における放送概念が大学で誕生したことは、放送とい
う概念と「教育活動」における概念が、知識や情報を共有するという点で同じコミュニケーション活
動であったことを明示している。このコミュニケーション活動において、一方的に発信するのか否か、
あるいは、Hillや Siemeringが捉えたように、様々な視点を共有して「Human Understanding」を
深めるための活動として行うのか、商業か非商業か、プロパガンダか否か。これは、メディアのあり
方だけではなく、「教育」とは何かを問わなければならないことを意味している。また、日本における
「メディア」および「教育活動」の社会的な捉え方にも疑問を投げかけている。 
ツールを使用してどうするのか。米国の非営利メディアに関わった組織や個人は、この点を重視し
ながら活動していた。一方で、日本のメディアでは、「情報をどのように共有するのか」「誰の為に共
有するのか」「誰が共有するのか」「評価をどのようにしていくか」「一方的に講義放送を行うのか、そ
れとも広く興味を引くように情報を提供するのか」といった論点は、これまで大きく取り上げれてこ
なかった。また「知識の共有 (Education)」という考え方に関する広汎な議論が充分に行われてきたと
は言い難い。コミュニティー・メディアであれ、商業的な放送事業者であれ、これからは、メディア
を使用してどうするのか、という中身が重要になってくる。日本では、この点を中心とした議論が不
足していると言わざるを得ない。このような意味で、「知識の共有 (Education)」という観念から議論を
深め、研究を進めて行く必要があるだろう。さらに、日本では、大学などの高等教育機関が、放送メ
ディアに関わる機関だとは必ずしもみなされない。これは、日米のメディアへの捉え方や、教育活動
の捉え方が根本的に異なることを示している。その点を明らかにする意味でも、大学とメディアの関
係、あるいは教育としてのメディアを検証していく必要がある。また、この違いに焦点を当てること
で、日本における「メディア」あるいは「知識の共有(Education)」の社会的な捉え方や位置づけを明確
にできるだろう。さらに、日本の教育機関におけるメディア利用の発展に貢献しうる研究も可能とな
ると考えている。 
 
